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𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑の係数（𝛽𝛽1）は基金全体、減債基金、特定目的基金に対して正の有
意な値をとり、財政調整基金に対しては有意な値をとらなかった。𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑2の
係数（𝛽𝛽2）はいずれの基金に対しても有意な値をとらなかった。このことから、
３節にて示したとおり、寄附金は基金を増加させるが、その増加度合いは寄附

金の多寡にかかわらず一定であり、基金への影響は寄附が多い場合に一層強ま

るとは言えないことが分かる。また、特定目的基金の係数が大きいことから、

寄附金は自治体の基金のうち特定目的基金に積み立てられることが多いと分か

る。 
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近近年年ににおおけけるるエエンンゲゲルル係係数数

のの上上昇昇ににつついいてて  
  

  
 
 

エンゲル係数とは、家計の消費支出に占める食料費の割合（％）のことである。人が

生きていく上で食料は必要不可欠であり、一般的には、収入の低い世帯では食料費の割

合が大きく、そのためエンゲル係数が高くなる傾向があることが知られている。つまり、

エンゲル係数は、その数値が高い（低い）ほど生活に余裕がない（ある）という意味で、

生活の豊かさを示す指標と考えることができる。我が国では、特にこの数年は食料品価

格が大きく上昇しているが、本コラムでは、エンゲル係数について、食料品価格の上昇

や生活の豊かさとの関係に着目しながら見ていくこととしたい。 
 

（エンゲル係数と消費者物価指数の推移） 

図表１は、総務省「家計調査」から、我が国における2000年以降のエンゲル係数の推

移を示したものである。エンゲル係数は2010年代半ばから上昇傾向にあり、2025年には、

２人以上の世帯では28.6％、２人以上の勤労者世帯では27.1％となっている。 

そして、図表２は、総務省「消費者物価指数」から、「総合」、「食料（酒類を除く）及

びエネルギーを除く総合」、「食料」について、便宜的に2000年が100となるように比例計

算を行い、その推移を示したものである。これを見ると、「食料」の指数は、2010年代半

ば以降上昇傾向にあり、2022年からその上昇幅は更に大きくなっていることが分かる。

また、日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」（2026年３月調査）によると、１年

前と比べて支出を増やしたもの（複数回答）として「食料品」を挙げる回答は62.7％で 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）総務省「家計調査」より作成 

図表１ エンゲル係数の推移 図表２ 消費者物価指数の推移 

（注）それぞれの指数について、2000年が100となるよう、公表

されている数値から比例計算を行った。 

（出所）総務省「消費者物価指数」より作成 

90

100

110

120

130

140

150

2000 2005 2010 2015 2020 2025

総合

食料(酒類を除く)及びエネルギーを除く総合

食料

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

2000 2005 2010 2015 2020 2025

２人以上の世帯

勤労者世帯

（％）

（年） （年）

（2000年＝100）

41 経済のプリズム No254 2026.7



   

あり（10年前の2016年３月調査では24.5％）、このことからも近年の食料品価格の上昇と

エンゲル係数の上昇との関係をうかがうことができよう。 

なお、食料品価格以外のエンゲル係数上昇の要因としては、①消費支出に占める食料

費の割合が大きい高齢者世帯の増加、②人々の嗜好や食生活の変化を背景とした調理食

品（惣菜等）や外食の利用の増加などの要因も挙げられている。 
 

（可処分所得、平均消費性向からうかがえる生活の状況） 

エンゲル係数は、前述のように、生活の余裕や豊かさを示す指標ともされているが、

エンゲル係数が上昇している我が国では、人々の生活に余裕がなくなり、暮らしが貧し

くなっていると言えるのだろうか。 

図表３は、総務省「家計調査」から、勤労者世帯について、可処分所得（収入から税

金や社会保険料を差し引いた額）、平均消費性向（可処分所得に対する消費支出の割合）

の推移を示したものである。これを見る

と、2010年代半ば以降、賃金上昇を背景

として可処分所得が増加しながら、平均

消費性向は低下していることが分かる。

つまり、可処分所得の増加による購買力

の向上が、現在の消費につながっていな

いということである。そして、可処分所

得が、例えば子供の教育費や自らの老後

の生活費、あるいは更なる物価上昇への

備え等のための貯蓄や投資などに向か

うことにより、結果として平均消費性向

が低下したと捉えることができよう。こ

のように、賃金上昇により可処分所得が増加しても、先行きのことを考えて出費を抑え

て節約せざるを得ない状況にあるとすれば、生活に余裕が出た、あるいは暮らしが豊か

になったとは、なかなか言いがたいであろう。 

なお、内閣府「国民生活に関する世論調査」（2025年８月調査）によると、将来に備え

るか毎日の生活を充実させて楽しむかとの質問に対し、「貯蓄や投資など将来に備える」

との回答は43.9％となっている（10年前の2015年６月調査では34.3％）。 
 

（おわりに） 

以上のように、近年におけるエンゲル係数上昇の背景としては、将来的な出費を考慮

して現在の不要不急の支出（選択的支出）を抑えようとする動きがある中で、基礎的支

出であり節約するにも限度がある食料品への支出の割合が上昇した、という見方が１つ

できるのではなかろうか。スーパーマーケット等での日常的な買物の際、手に取った商

品に付けられた価格を見て思わずため息をつくという人は、筆者も含めてであるが、少

なくなさそうに思われる。 
  

（調査情報担当室 前田泰伸 内線75044） 

 図表３ 可処分所得、平均消費性向の推移 

（出所）総務省「家計調査」より作成 
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